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　　　　地方分権と公立図書館の専門的職員

一国庫補助金の条件としての専門的職員の必置規制についてー＊

薬　袋　秀　樹＊＊

　現在，地方分権推進委員会は，地方分権，規制緩和の観占から，地方自治体における

様々な専門職員の必置規制の廃止や見直しを勧告している。国から補助金を受ける公立図

書館には，館長が司書資格を持つこと，一定人数の司書及ひ司古拙を配置することが義務

つけられているか，この２点の廃止が勧告されている。本稿ては，必置規制の定義，評価，

成立条件を明らかにし，現在の司書の制度がその成立条件を満たしているかとうかを検討

した。その結果，次の４声が明らかになった，巾地方ては司書の養成　資格取得の機会が

不ｔ分てある。(2)司書資格の学歴要件と取得方法が柔軟性に欠ける。(3)司書の配置は小規

模自治体にも義務づけられているレ4)司書の力量の客観的評価は行われておらす，教育内

容が不明確てある。これらをもとに，司書資格の取得方法，司書の力量の評価，図書館学

教育，司書の人事管理等について，そのあり方を論した。
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はしめに

　地方分権推進委員会1帽よ，1997年７月の「地

方分権推進委員会第２次勧告」で，地方分権，規

制緩和の観点から，地方自治体における専門職員

の必置規制の廃止や見直しを勧告している仁こ

れまて，文部省の図書館建設補助金を受ける公立

図書館ては，図書館法第13条第３項，第21条お

よび図書館法施行規則第２章公立図書館の最低基

準の規定に基づいて，館長が司書となる資格を持

つこと（以下館長司許資格要件という），一定人

数の司書及び司古拙を配置すること（以下司書の
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配置基準という）が義務づけられていた。しかし，

地方分権推進委員会は，「弟２次勧告」てこれら

の２点その他の廃止を勧告している。

　1997年に，1998年度以降の文部省の図書館建

設補助金の廃止が決定されたため≒文部省は今

後上記の２点を義務づける手段を失うことにな

る。さらに，文部省は1999年度には上記の義務

づけの根拠てある図書館法弟13条弟３項等の規

定を改正しようとしているといわれている。

　これらの事態に対して図書館界から強い反対意

見が出されている。これは，上記２点の廃止に

よって，これまで地方における司書の配置を支え

てきた新館建設の際の司書と司書有資格館長（以

下司書館長という）の配置が減少することが予想

されるためと思われる。

　しかし，これまで，この問題については，①日

本図書館協会の1996年２月の見解4），②1997年

２月の見解≒③回協会町村図書館活勧推進委員

会の1997年５月の見解6）や④図書館問題研究会

常任委員会の1996年12月の意見7）が出されてい

るにすぎず，体系的な研究は行われていない。し

かも，これらの見解や意見の内容は，貸出冊数の

大小による司書館長の必要性の説明（①），司書

館長の必要性に関する抽象的な説明（①②），地

方分権推進委員会のいう必置規制には該当しない

という説明（①③）などにとどまっている。④の

図問研常任委員会の意見は図書館および司書の必

要性に関する比較的くわしい説明であるが，地方

分権，規制緩和の立場からの論議とかみ合ってい

ない。

　そこで，本橋では，関係文献をもとに，図書館

法の規定にはどのような問題があるのか，この規

定の廃止がなぜ求められるのか，図書館界はどう

対応すべきかについて検討したい。主に司書と司

書館長の資格と配置について考察することによっ

て，地方分権,規制緩和の意味について考えたい。

この問題を考えることによって，地方分権，規制

緩和の意味が理解できると思われる。

　弟１章ては，現行図書館法の関係規定とそれに

対する規制緩和の要求の概要，そして，それをと

うとらえるべきかを諭し，弟２章では，必置規制

の定義，評価，成立条件等を明らかにし，第３章

ては，必置規制の成立条件に関する司書の養成・

資格・配置の現状を論じ，第４章では，必着規制

に対する批判の内容を検証し，第５章では，今後

の課題として，図書館界と司書の自己改革につい

て論ずる。

１

図書館法と規制緩和

1.1　図書館法の規定

　現在，問題となっている図書館法等の条文の相

互関係は次の通りである。図書館法弟20条の補

助金に関する規定が出発点であり，その条件とし

て，最低基準については第21条一第19条一図書

館法施行規則第２章が，館長司書資格要件につい

ては第13条第３項が定めている。各条文の趣旨

の概要は次の通りである。

・図書館法　第20条

　国は，公立図書館の施設・設備に要する経費の

　一部を補助金として交付することができる。

・図書館法　弟21条

　文部大臣は，補助金を受ける地方公共団体の図

　書館が公立図書館の最低基準に達している場合

　にのみ，補助金を交付する。

　図書館法　第19条

　公立図書館の最低基準は文部省令（図書館法

　施行規則）て定める。

　図書館法施行規則　第２章　公立図書館の最低

　基準　弟13, 16, 19条

　都遣府県立図書館・指定都市立図書館，市立図

　書館，町村立図書館の３つに分けて，人口に応

　した司書　司書補の数を決め，それを「下って

　はならない」と定めている。

・図書館法第13条弟３項

　補助金を受ける公立図書館の館長となるものは

　司書となる資格を持つ者でなければならない。

　上記の規定から，これまては，地方自治体が図

書館を建設する場合，文部省の補助金を申請する

ことが多く，司書に関しては，司書の採用や事務

職員の司書講習への派遣，館長に関しては，司書

館長の招聘，司書の館長への昇格や事務職館長の

司書講習への派遣なとが行われてきた。このこと

が司書や司書館長の配置を増加させてきた。した

がって，これらの規定がなくなった場合，司書や

司書館長の比率が低下することが予想される。



1｡2　規制緩和の要求

　これに対して，1980年代以後，規制緩和の要

求が出されてきた。

（1）地方自治関係者の批判

①1980年代

　1982年出版の小高剛ほか『地方自治法の論点』

（有斐閣新書）では，図書館法第13条弟３項によ

る館長司書資格要件が地方自治体に対する干渉と

して批判されている8）。1985年の地方自治経営学

会『国が妨げる自治体行革』ても，館長司書資格

要件と司書の配置基準が批判されている9）。同学

会はその後も同し批判を繰り返している。このよ

うに，館長司書資格要件は1980年代の初めから

地方自治関係者によって批判されてきた。しかし，

これは一部の地方自治関係者と地方自治体関係者

による論議やキヤンペーンにとどまっていた。

②1990年代

　1991年，当時の細川護煕熊本県知事は『鄙の

論理』て地方分権の立場から館長司書資格要件を

批判した1o）。1992年，『朝日新聞』が「司書資格

ない館長だめ」（1992年10月16日）の記事11）を

掲載し，図書館界に大きな衝撃を与えた。

　1995年，地方六団体12）分権推進本部は，館長

司書資格要件と司書の配置基準の廃止を地方分権

推進委員会に要望した1≒

　このように，この10年間に館長司書資格要件

等に対する批判はより広範なものとなっている。

その根拠も地方行革という行政的課題から地方分

権という国民的課題へ変化してきている。

（2）図書館界の批判

　館長司書資格要件は，数は少ないが，図書館界

ても批判されている。青森県図書館網研究委員会

は，1982年の図書館網に関する調査研究の中て，

図書館法弟13条第３項の館長司書資格要件を施

設の整備基準に変更するよう提言している14白‰

日本図書館協会町村図書館治動推進委員会が

1987年に各県の加盟団体会長を対象に実施した

「図書館未設置町村問題についてのアンケート」

でも「未設置町村が図書館設置についてかかえて

いる問題点」として，６県が“補助金の館長資格

がネノグを挙げている1‰

（3）批判の背景

　1980年代に入って，このような批判が強まっ
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てきた背景として，次の点を挙けることがてき

る。

①地方自治体の財政事情が悪化し，経費削減のだ

　めに支出の見直しが行われるようになったこ

　と17)。

②国庫補助金による中央統制，中央支配を排し，

　地方自治体の自主性を重視する考え方が強く

　なったこと1‰

③図書館振興が進み，新しい図書館の設置が，司

　書の確保や配置が比較的困難な地方の県，特に

　町村に広がったこと1‰

④他省庁による，附帯条件のない金額の大きい補助

　金が利用されるようになり，文部省の条件付きの

　補助金と比較されるようになったこと2o' 21)22)。

1｡3　各自治体のとらえ方

　このような法律の規制に対して，各自治体はと

のように判断するのたろうか。他の行政施策と同

様，職員の配置も費用対効用の考え方に基づいて

行われると思われる。各自治体の判断は次の２つ

の要因によって決定される。

　①司書や司書館長の配置の効用

　②司書や司書館長の配置の費用

　一般に，①＞②の場合は，各自治体は比較的抵

抗なく法律の規制に従うと思われる。司書の配置

の効用と費用の差が大きいほど，司書の配置が受

け入れられやすい。遂に，司書の効用が低く，

①＜②の場合は，自治体側から見て不合理である

ため，抵抗が生する。しかし，問題はこれだけて

はない。費用が一定以上大きくなれは，それだけ

でも問題になり得る。具体的な効用は利用者や所

管の部局以外にはわかりにくいが，費用は管理部

門の管理下にあるからてある。司書が確保しにく

い場合，その費用は高くならさるを得ない。各自

治体の管理部門は，司書の配置を義務づけるのて

あれば，比較的低い費用て容易に司書が確保でき

なければならないと考えるてあろう。したがって，

この問題について考えるには，①と②がそれそれ

どのような水準にあるのかを検討し，さらに，そ

れらを比較する必要がある。

　しかし，これまでの日本の図書館界の議論は，

①に関するもののみであり，②についてはほとん

ど検討されていない。図問研常任委員会の，規制



7紹図書館学会年報Vol 43,No 4,Dec 1997

ではなく，必要性の観点からとらえるべきだとい

う見解23∩よこの典型てある。これに対して，地

方分権側の主張はもっぱら②に関するものであ

る。地方分権側は，特に地方の町村を例に挙けて

いるが，図書館界ではこれらの町村の問題点は十

分理解されていない。したがって，①と②につい

て具体的な観点から考察する必要がある。

　1.4　図書館法による規制の限界

　現行の館長司書資格要件と司書の配置基準は法

律上は図書館建設の際のみの規制である。した

がって，一部の自治体では，補助金交付の際に司

書や司書館長が配置されても，補助金の交付後，

年数の経過と共に，司書の採用や司書講習への派

遣が滅少し，司書も人事異動によって転出させら

れる傾向がある。その結果，司書館長や司書が滅

少し，図書館活動の専門性が後退する傾向が見ら

れる。このような場合，規制の効果は一定期間に

とどまることになる。現行の司書資格要件が非常

に有効に見えるのは，この間新館建設が多かった

からである。したがって，長期的には，現行法を

維持したとしても問題が解決するわけてはない。

　次に，司書の社会的評価について考えると，司

書や司書館長の必要性や効用は社会的にかなりの

程度評価されている。恒常的な司書の採用や司書

館長の配置は法律では義務づけられていないにも

かかわらず，多くの地方自治体が司書や司書館長

を配置しているのはこのためてある。しかし，そ

の中ても，司書採用が続かなかったり，司書が館

長に昇進てきなかったりする場合もある。司書は，

法律による義務づけがなくても，専門職として採

用され，図書館長になる力を持っており，社会的

にも評価されている。しかし，その力はそれほど

強いものてはなく，評価も明確ではなく，採用さ

れる地域も限定されている。

　だからこそ法律による規制が必要だと考えられ

る。しかし，これまでも法律による全面的な規制

は困難てあったし，その上，これまてあった規制

も廃止されようとしている。これ以上，これまて

のような法律による規制に頼ることはてきない。

　したがって，法律の規制がなくても，司書が採

用され，司書が館長となり，事務職館長が司書資

格を取るように，司書の必要性を明確にし，司書

の価値を高めなければならない。しかし，現在の

司書資格が十分なものでないことは広く認められ

ている。地方分権，規制緩和以前に資格のあり方

に問題があると考えられる。

　したがって，司書や司書館長の配置を進めるに

は，既成の法的規制の存続を主張するよりも，司

書の評価を高める実践とそのための教育を行うこ

とが有効である。規制緩和の要求に対して，現状

をもとに反論することは必要ではあるが，効果的

な反論は難しい。こうした現状を打開するには現

在の図書館界の改革を大胆に提案することが必要

てある。だが，その前に，現在の規制にどのよう

な問題があるか，当面する規制緩和の要求に対し

てどう対応すべきかを明らかにする必要がある。

２。必置規制の評価と成立条件

2｡1　必置規制の定義

巾必置規制の定義

　地方分権推進委員会は，必置規制を，広義には

“地方公共団体における組織や職の設置に関する，

国による義務付けのすべてを意味する”と定義し，

地方分権の推進の観点からは，地方分権推進法第

５条で，“国が地方公共団体に対し，地方公共団

体の行政機関若しくは施設，特別の資格若しくは

職名を有する職員又は附属機関を設置しなければ

ならないと義務付けているもの”と定義している2几

このほか，国が補助要綱等によって職員配置を義

務付けている場合にも言及している。これは広義

の必置規制てあると同時に，補助金等交付の際の

条件あるいは国の関与でもあるといいうる。その

ため，職員配置が補助金等交付の条件のみとなっ

ている場合は「補助金等」のみの問題として取り

扱い，補助金等の補助条件のみでなく，他の法令

等に基づく基準と表裏の関係に置かれている場合

は「必置規制」の問題としても取り扱うこととし

ている2≒

　地方分権推進委員会は，館長司書資格要件を必

最規制と見なしている。したがって，同委員会は

館長司書資格要件は義務づけであり，その対象が

補助金を受ける図書館に限定されているたけてあ

るととらえていると思われる。



（2）日本図書館協会の批判

　これに対して，日本図書館協会ぱ図書館法で

は図書館の「必置」をうたっていない”26）と反

論している。また，同協会国の図書館政策に関す

る緊急対策会議は，同様の主張を行うと共に，館

長司書資格要件と司書の配置基準は補助金の交付

条件であるため，「補助金等」には該当するが，

他の法令等に基づく基準と表裏の関係にはないと

反論している2≒しかし，これに対しては，次

のような疑問がある。

　第一に，地方分権推進委員会は，「補助金等」

を“図が補助要綱等によって配置を義務付けてい

る場合”に限定している。館長司書資格要件は図

書館法による義務づけであり，司書の配置基準は

図書館法に基づく最低基準の一部である。

　第二に，これまで館長司書資格要件は必置規制

に近いものとして受け止められてきたと思われ

る。図書館法の根底には図書館の設置を望ましい

と考える考え方がある。地方自治体は，図書館設

置の義務はないが，他の地方自治体の多くが図書

館を設置していれば，設置するよう心理的な圧力

が働く。特に，市は実質的に必置に近い。現在で

は，文部省以外の各省庁の様々な補助金があり，

さらに，有利な起債の制度もあるが，かつては文

部省の補助金が中心てあった。図書館の設置を希

望する地方自治体は，文部省の補助金が主な補助

金であった時期には，館長司書資格要件を必置規

制に近いものとして受け止めたと思われる。

　第三に，同し日本図書館協会が,他の見解では，

この資格要件ぱ図書館が機能していくための最

低基準の一部として捉えられるべきもの”28Jと

して位置づけている。実際，補助金の内容次第で

はそのような役目を果たすことができる。

　嬉四に，カテコリーに関する論議は有効てはな

い。地方自治体からの批判があることが問題てあ

る。カテゴリーが異なると主張しても，カテコリ

ーの範囲を修正されれば，反論できなくなる。

　また，日本図書館協会は，図書館法ぱ国民の

図書館利用の権利の“保証”を定めたものてあり，

それを“規制”する法として認識することにまず

誤りがある”29）と主張している。しかし，国民

の権利を保証するという目的が正しいとしても，

義務づけの方法が適切であるとは限らないのてあ

る。

薬袋　地方分権と公立図書館の専門的職員　μ9

2｡2　必置規制の評価

巾地方分権推進委員会の見解

　地方分権推進委員会は，1996年３月の「中間

報告」で，必置規制を批判し，自王組職権が地方

自治体にあることを強調して次のように論してい

る。

　　どのような職員をいかなる組織編成の下でど

　　のように配置するかということは，地方自治

　　の本旨にかかわる問題であり，この自主組織

　　権を国が制約することは，例えは，全国的に

　　一定の水準を確保すること等が必要であり，

　　他の代替手段をもってしては達成し得ない場

　　合など，特別な場合に限られるべきである3o）。

　さらに，現在の必置規制の特質を次のように論

している。

　　必置規制，とりわけ職員の必置は，社会福

　　社　保険医療・教育といった，人々の日常の

　　くらしに深くかかわる行政分野に数多く見ら

　　れ，省庁でいえば厚生省・文部省に集中して

　　いる。これらの行政分野は人（職員）による

　　サービスを基本にして成り立ち，しかも，こ

　　うしたサービスの提供には一定の専門的な能

　　力が求められている。従来，これらの分野を

　　含め，国は，職や配置基準などを義務づけな

　　ければならないと考え，各種の必置規制を

　　行っている。その結果,それそれの事務の執行

　　は担保される反面，現場での柔軟な対応が困

　　難となっており，住民サーヒスの充実および

　　行政改革の推進の観点から，そのあり方の改

　　善が課題となっている31）。

　このほか，「第２次勧告」ては，必置規制の意

義と弊害を述べている。

　　必置規制の多くは，その対象とする行政の技

　　術的水準の維持や，専門性の確保を目的とし

　　て設けられているが，そのことは，行政の専

　　門化　高度化に対応する一方て行政の縦割り

　　化　細分化による弊害も生しさせることにな

　　る3几

　　国が一定の基準により職員の配置を義務づけ

　　たり専任規制を課すことは，地方公共団体の

　　組織・職員の配置を硬直化させ，全体として
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　　の定員管理にも支障をもたらす33’。

　また，「中間報告」では，地方自治体と中央省

庁からそれそれ意見が出されている。そのうち関

係するものは次の通りである34）。

　地方自治体側の意見

　特別の資格がなくても十分対応可能な職にも，

　資格者の必置が義務づけられているため，人事

　運営上支障を来している。

　効率的な行政体制の整備，円滑な配置転換，人

　事交流，行政改革を進める上で障害となってい

　ることから，必置規制は必要最小限とすべきで

　ある。

　中央省庁側の意見

・必置規制がなくなると，行政の専門性，全国的

　な画一性を確実に担保できなくなるのではない

　か。

　このほか，三木義一は，1982年の『地方自治

法の論点』で，図書館法第13条第３項を例に挙

けて，国庫補助金の交付によって，“地方公共団

体は細部にまて干渉をうけ地域の特殊性を配慮し

にくくされている”35）と指摘している。

②必置規制の長所と短所

　これらの主張から，必置規制の長所と欠点が明

らかになる。長所は，行政の①専門性の確保，②

技術的水準の維持，③全国的な画一性の確保であ

り，短所は，行政の①縦割り，細分化，②現場て

の柔軟な対応の困難性（組織・職員配置の硬直化，

円滑な配置転換・人事交流　定員管理の障害），

③地域の特殊性の配慮の困難性てある。

2｡3　必置規制の成立条件

　法律で規制を決めても，それだけで規制の内容

が実行されるわけではない。規制が守られ有効に

機能するためには次の４つの条件の整備が必要で

ある。このうち(1ト(3)は配置の費用に関するもの

であり，(4)は配置の効用に関するものである。こ

れらの条件が整備されない場合，住民サーヒス向

上のための規制であっても，批判を受け，廃止を

求められることになる。

圃全国的な養成，資格取得機会の提供

①地方における養成の実施，資格取得機会の提供

　地方で職員を確保するには，地方の大学でも職

員養成が行われていること，地方にも資格取得の

機会があることが必要である。この背景として，

大学が大都市圈に集中しているため，地方出身者

でも大都市圈の大学卒業後地元に帰らない傾向や

僻地への就職を避ける傾向があること，図書館の

ような機関では，職員の年齢，性別，経験年数，

役職の構成に関して，職員の人数のハランスを保

つことが必要になることがある。特に，職員の人

数のハランスを保つためには現識者の資格取得が

必要である。

　地方の大学における職員養成の例としては，国

立大学教育学部での教員養成がある。全県に国立

大学の教育学部があり,教員養成が行われている。

医学部もほぼ同様で，大部分の県に国立大学の医

学部が設置されている。全国的に必着規制を行う

には，全国的に養成が行われる必要がある。

②適切な講習期間，資格試験（短期間）の実施

　地方での養成が不十分なため，地方在往者が都

市部で資格を取得せさるを得ない場合がある。こ

の場合，都市部に滞在するための費用等の負担を

軽減するための配慮が必要である。講習期間が短

いか，短期間で終る資格試験があれば，受講者の

負担は少なくなる。資格の内容は異なるが，社会

教育主事講習は期間が短く，学芸員には試験認定

があるため，地方在往者の負担は少ない。

（2）適切な資格取得方法

①適切な学歴要件

　現在の地方自治体の採用試験の必要学歴は高卒

以上であるが，それ以前は，それ以下の学歴の職

員も採用されていた。したがって，現在の地方自

治体には様々な学歴の職員が働いている。地方自

治体では，学歴によって仕事を区別しないのが一

般的てある。昇進についても，例えば，東京都て

は，採用後全員を対象に昇進試験を行い，昇進試

験に合格すれば，学歴にかかわりなく昇進てきる

ようになっている。そのため，かつてぱ学歴不

要が伝統の都庁”36）といわれたほどてある。し

たがって，高卒者等も，大卒者と同等の能力があ

れは，資格を得る機会があることが必要である。

社会教育主事，学芸員の場合は，概ねこの条件が

満たされている37）。

②一定水準以上の知識

　有資格者は全員が一定水準以上の知識を持って

いなければ社会に信用されない。この水準が高す
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ぎると配置の緩和が要求される。この水準が低い

と資格の権威がなくなる。したがって，この水準

は一定の適切なレヘルに保たなければならない。

この水準の判断が個々の機関や講師に任されたの

では，一定水準の維持が困難になる。また，科目

や講師によって水準が異なると，受講者や社会に

不信感を持たれる。

(3)有資格者の配置範囲の限定

　同じ規制でも，地方になるほど，また，地方自

治体の人口規模が小さくなるほど，規制による実

質的負担が重くなる。　１人の職員を２か月間講習

に派遣するとしても，教育委員会所属の職員が５

人の自治体と，50人の自治体では，その比重は

大きく異なる。そのため，地方の自治体，町村等

の小規模自治体に対する配慮が必要になる。

　学芸員，社会教育主事の場合は，必置規制は一

部にとどまり，緩和措置を伴っており，全面的な

必置規制ではない。博物館では学芸員の配置は義

務づけられているが，登録博物館の場合に限定さ

れる。社会教育主事は人口１万人未満の町村では

当分の開設置が免除されている。このほか，一定

範囲の町村に対して都道府県による社会教育主事

の派遣が行われている38)。

　配置の範囲を限定することは必ずしも守りの姿

勢に入ることではない。条件の整った場所で実績

を上げることができれば，そこから範囲を広げて

行くことができる。社会教育主事の場合は，1951

年の法改正で第２章(社会教育主事及び社会教育

主事補)を新設した際は都道府県のみ必置とし39)

1959年の法改正で市町村を必置としている40) 41)

(ただし，社会教育法施行令の附則で，人口１万

人未満の町村は，当分の間，社会教育主事を置か

ないことができることを定めている)。

(4)有資格者と資格の有用性

①有資格者に対する高い評価

　法律で規制しても，規制内容が評価されなけれ

ば，わざわざ規制するほどのことはない，事務職

で十分であるという反応が生しる。規制が支持さ

れるには，有資格者とその仕事が職場で役に立ち

高い評価を得ることが必要である。それには次の

４つの条件が必要てある。

゜専門知識　技術に加えて，事務職に負けない優

　れた基礎学力を持っていること

　　　薬袋　地方分権と公立図書館の専門的職員　抒7

・個人差が少なく全員一定以上の能力や知識を

　持っていること

　職業人としての育成手段　方法があること

　適切な人事管理の方法があること

　後の２点はこれまで重視されていなかったが，

専門職制度を長期にわたって維持していく上ては

きわめて重要である。

②資格取得者からの高い評価

　資格に対する評価には他の側面がある。資格を

取得した事務職から講習と資格の内容が高く評価

されることが重要である42≒ある図書館職員は

“講義内容はとても新鮮て，図書館の魅力を発見

するきっかけを与えられましだと評価しつつも，

一部に“単なる翻訳理論の紹介に終始する講義や

現場の実態とかけ離れた講義を行う図書館学界の

講師”が見られたことを指摘している43）。

2｡4　地域差と継続性

巾地域差

　必置規制は地域によって異なる影響を与える。

資格が全国どこでも同しように取りやすければ，

全国的に同じレペルの規制でよい。地域によって

取りやすさに違いがある場合は，規制にも地域に

よる区別が必要である。資格の取得機会が大都市

圈と地方で異なる場合がある。大都市圈には資格

を取得するための客観的条件(大学,高学歴職員，

交通機関，財政力)があるが，地方には客観的条

件が少ない。同じ規制でも，地方にははるかに厳

しい規制になる場合がある。

　全国一律に規制するのであれば，全国とこでも

同じ取りやすさにすることが必要である。国立大

学等の国の機関が資格取得機会を提供するか，資

格試験による資格とすることが必要である。

(2)継続性

　規制には恒常的な規制と一時的な規制がある。

一時的な規制の場合，その効果が一時的なものに

とどまるならば,規制の効果は高いとはいえない。

規制内容が効果的なら，規制がなくなっても，そ

の内容は自主的に実行され続けるはずである。し

かし，その継続に大きな費用を要する場合は，継

続は困難である。規制内容が自主的に継続される

には，その内容が効果的であること，継続に要す

る費用が大きくないことが必要である。規制の効
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果が一時的なものにとどまるのは，このような条

件が整備されていないためてある。

３。司書の養成・資格・配置の現状

　２３で諭した必置規制の成立条件４項目につい

て，司書の場合を検証する。なお，市町村立図書

館が司書・司書館長を確保する方法として，都道

府県立図書館等他館の司書を一定期間派遣しても

らう方法，他館の司書を採用する方法があるが，

これらについては別の機会に諭したい。

3｡1　全国的な養成，資格取得機会の提供

出司書課程

　司書課程の設置大学は，私立大学が中心で，大

都市に多く，地方には少ない。女子大学，短期大

学，女子短期大学が多く，学部は文学部が多い。

東京,大阪，名古屋の３大都市圈以外の地方ては，

国立大学が教育の中心てあるが，国立大学では７

大学(図書館情報大学，東京大学，東京学芸大学，

京都大学，大阪教育大学，三重大学，九州大学4帽

しか司書を養成しておらす，そのほとんどは大都

市圈にある。図書館情報大学には全国から学生が

集まり，他方に図書館職員を送り出しているが，

需要と供給が一致しない場合もあり，地方の各県

単位では十分な養成体制があるとはいえない。

　1995年度現在て，14県では，司書課程が短大

にはあるが，４年制大学にはなく，司書講習も行

われていない。他の４県では，短大の司書課程す

らなく，司書講習も行われていない4≒地方自

治体関係者から見て，これらの県では司書の養成

が行われているとは言い難い。内容については，

アンケート調査等によって，教育・研究環境，カ

リキュラム，専任教員の確保，教員の人材等に多

くの問題があることが明らかになっている46j 4≒

(2)司書講習

　司書講習は1997年度には全国11大学で行われ

ている4仁平均して４～５県に１か所の割合て

ある。北海道，日本海側ては行われていない。日

本海側の県の図書館職員の大部分は受講に際して

宿泊が必要になる。図書館の現場ては，自県ての

司書講習実施を要望する声がある。

　司書講習に関する調査はほとんと行われていな

い。事務職の受講者による評価の調査もほとんど

なく，『図書館雑誌』等における感想の発表もほ

とんどない。これらのことから，司書講習に対す

る客観的評価は行われていないことがわかる。

3｡2　適切な資格取得方法

(1)学歴49)

　司書資格は意外に学歴の制約が強い資格であ

る。高卒者・大学中道者は，職歴にかかわらす，

司書補を経なければ司書資格を取得できず，司書

資格を得るのに４年間必要である。　１年間で取得

するには短大卒以上の学歴が必要である。また，

高卒より下の学歴の者は司書　司書補の資格を得

ることができない。

　筆者の知るかぎりでも，地方自治体の管理職と

して業績を上けている職員が，図書館長に就任し

ながら，学歴が低いために司書講習を受けられな

かった例や，館長候補者が学歴が低いため，司書

講習を受ける賓格がなく，講習直前に急に変更に

なった例がある。このことは，『朝日新聞』の記

事に見られるように，自治体職員の間に図書館法

第13条第３項に対する広範な反発をもたらして

いると思われる。

　この点も，社会教育主事や学芸員の場合は，あ

る程度解決されている。一定年数，社会教育等の

実務経験がある場合，高卒者は一度の講習て社会

教育主事の資格を得ることができる。また，一定

年数，博物館の勤務経験がある場合，高卒者は試

験認定，無試験認定によって学芸員の資格を得る

ことができる。

　その反面，司書資格では，短大卒と４年制大卒

の区別がなく，回し扱いである。

(2)取得方法

①多様な取得方法

　大学での養成,講習，資格試験の３方法のうち，

資格取得希望者にとって最も費用が高く柔軟性が

低いのは大学での養成，次が講習で，最も費用が

低く柔軟性があるのが資格試験である。司書資格

の取得方法には資格試験がないため,費用が高く，

柔軟性に欠けている。時間の余裕のない人には取

りにくいため，資格取得者の範囲が限定され，人

材の獲得に不利である。学芸員には試験認定があ

るが，司書にはない。



②講習

　現識者の司書資格の取得方法は，ほとんとの場

合,講習に限られている(ほかに通信教育もある)。

通学可能な人以外は夏期に約２か月間自宅を離れ

て宿泊しなければならないため，時間と経費の負

担が大きい。特に宿泊費の負担は大きい。在識者

は勤務先の許可が必要である。また，小さい子供

等のいる女性，家族の世話をする人等自宅を離れ

られない人，経済的余裕のない学生には受講は事

実上不可能である。

(3)法の改正

　社会教育法，博物館法とも，上記の規定は制定

時にはなく，制定後に法改正を行い，柔軟性のあ

る制度となっている。図書館法ではこのような改

正が行われていない。

3｡3　有資格者の配置範囲の限定

　図書館法は，図書館建設補助金を受ける地方自

治体に対して，その人口規模にかかわりなく，司

書館長の配置を義務づけている。一時は，人口５

万人未満の地方自治体は補助金の対象としない時

期があったが50)その後は小さい町村も対象と

している5≒図書館界では職員配置の範囲を限

定することを嫌う傾向がある。 1996年の学校図

書館法の改正案に対して，日本図書館協会は，

「素案」の問題点の一つとして，“小規模校（11

学級以下の学校）には，依然として職員は配置さ

れていない”52）ことを挙げている。これは，小

さい学校でも同じサーヒスを提供しようとするも

のであろう。しかし，小さい自治体や学校にとっ

て負担が大きい場合は，抵抗が強くなる。

3｡4　有資格者と資格の有用性

巾司書に対する評価

　多くの人が司書について論している割には，地

方自治体，事務職，住民から見た司書の力量に対

する評価の調査はきわめて少ない。司書の力量に

対する客観的評価は求められていないようてあ

る。しかし，現在の司書有資格者や司書資格に対

する地方自治体，事務職員，住民の評価は，図書

館の事務職員，問題意識のある司書，利用者にた

ずねれば，ある程度までは明らかになる。

　しばしば，行政的な実務能力が弱い53≒専門
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の世界に安住し視野が狭くなる54'などの体質的

な弱点があることが指摘されるが，これらの点に

ついてはほとんど議論されていない。

(2)教育・職務内容の基準

　図書館現場では，しばしば，個々の司書の仕事

に対する姿勢や能力にきわめて大きなハラつきが

あることが指摘される。実際，個々の司書が最低

限どれだけの知識を持っているかは明らかではな

い。これは国家または業界団体による資格試験が

ないためである。司書資格は，採用側にとって全

面的な評価や信頼が困難であり，養成側にとって

は資格付与に際しての評価が難しい資格である。

　図書館法の規定ては，司書と司古拙が分業を行

うはすだが，司古拙制度が機能しないため，司古

拙の職務を司書が担当することになる。その結果，

図書館の仕事は全部司書の仕事になり，司書の職

務が不明確になる。判断を要しない職務は司書の

本来の職務ではない5‰

　以上の点から，司書養成は，必置規制の成立条

件４項目のどれについても，望ましい状態にはな

く，重大な問題をかかえていることがわかる。

3｡5　地域差と継続性

巾地域差

　先に述べたように，司書の配置に関しては，現

状では，全国一律の規制は不適切で，大都市圈と

地方を区別する方が合理的である。しかし，法律

上は大都市圈と地方を区別することは少ない。法

律上は，都道府県と市町村の区別，市と町村の区

別へ人口段階57∩こよる区別が多い。

　このため，地方では，規制緩和によって地方の

条件に合った行政が可能になる，と考えられてい

る。これに対して，大都市圈では，司書の配置は

容易であり，規制がなくても自主的に配置するこ

とができる。しかし，全国的な規制は地方の条件

に合った規制でなけれはならないため，規制緩和

が必要になるのてある。

(2)継続性

　一時的な規制が恒常的な効果を上けるには，補

助金の条件として配置された司書や司書館長が長

期間勤務でき，後任に司書や司書館長が配置され

ることが必要である。一部の図書館では，図書館

振興や図書館建設が一段落すると，司書や司書館
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長が異動させられ，後任に司書が配置されない傾

向がある。このことは，司書の効用があまり評価

されていないか，あるいは，司書配置の費用がか

なり高いことを示している。司書の配置を続ける

には，この点の解決が必要である。

４。必置規制批判の内容と限界

　これまでの検討から，司書や司書館長の配置に

ついて規制緩和が求められる理由が明らかになっ

た。次に，地方自治関係者および図書館関係者に

よる必置規制に対する批判について検討する。

4｡1　地方自治関係者の見解

（1同書・司書館長の必要性

　地方自治経営学会は，1985年に，館長司書資

格要件と司書の配置基準に対して，“多くの自治

体て人事異動の面で苦慮している。事務内容の面

で見ても，必ずしも司書等の有資格者でなければ

混乱を招くという状況ではない。今後は，司書の

代わりに非常勤嘱託員の配置（中略）という方法も

とれるよう，国の必置規制を改める必要がある”58)

1990年に“今や図書館の蔵書検索の機械化等に

より，司書設置基準等の必然性が乏しくなってい

るのが実態である。自治体の職員配置の自主性及

び効率的運営を尊重する観点から，必置規制の見

直しをすべきである。また，図書館への司書の必

置規制は，人事異動の面からも問題がある”59）

と論している。また，地方分権推進委員会は

1996年３月の「中間報告」で，図書館長の司書

資格を“当該資格規制がなくても事務の遂行に支

障がないと思われるもの”6onこ挙げている。

　これらの指摘は，一見すると，図書館に司書や

司書館長は不要であると主張しているかのように

思える。しかし，よく読むと，司書や司書館長が

必要ないと主張しているわけではない。地方自治

経営学会は「必置規制」，地方分権推進委員会は

「資格規制」の表現を用いて，必置規制を批判し

ており，司書や司書館長の配置が必要ないと主張

しているのではない。

　そもそも，このような必置規制の評価に際して

は，専門職の配置がもたらす効用の厳密な評価は

行われていないと思われる。この点ぱ必ずしも

（中略）混乱を招く状況ではない”という表現に

現れている。この場合の評価の基準は，十分なサ

ービスが行われているかどうかではなく，混乱が

生じているかどうかである。評価は主として配置

の費用によって行われている。そして，それは司

書を配置することが困難な自治体の立場を考慮し

たものである。

　日本図書館協会は，地方分権側の主張を，“館

長が有資格であることが図書館の発展を阻害して

いるかのような論調が見られる”“館長が無資格

であることがほんとうに「望ましい」と考えられ

るでしょうが61）と表現しているが，地方分権

側もこのような主張はしておらず，このような主

張は疑問である。日本図書館協会だけでなく，地

方自治体も，これらの指摘を司書や司書館長が必

要でないという見解として受け止めている可能性

がある。

（2）司書講習の受講資格

　1991年に，細川護煕熊本県知事は，『鄙の論理』

で館長司書資格要件を批判して，図書館界に大き

な衝撃を与えたが，反論はほとんどなかった。こ

れは，熊本県の立場から，①九州に一つしかない

講習開催大学に６か月通わなければならない62≒

②職員に有資格者がいれば十分てあるの２点を挙

けている。この特徴は，①司書資格が取得しにく

いものであることを指摘し，②職員には司書が必

要であることを認めていることである。

　1992年のr朝日新聞』記事「司書資格ない館

長だめ」（10月16日）も，図書館界に大きな衝

撃を与えたが，図書館関係者はこの記事の意味を

十分理解できなかった。この記事に対する批判や

反論63)64)は，いすれも司書有資格館長の必要性

とその貢献を論している。批判者や反論者は，こ

の記事によって司書有資格館長の必要性が否定さ

れたと受け止めている。しかし，この記事は基本

的に館長司書資格要件を批判しているものの，中

心は，①高卒者は，小学校教諭・校長の経験者で

あっても，司寄棟を経なければ司書講習を受けら

れないこと（中国地方の町の場合），②１年に一

度しか司書講習がないため，病気などでその時期

をはずすと司書資格が取れないこと（秋田県の町

の場合）の２点に置かれている。記事の最終目的

は別であるとしても，現在の司書資格取得方法の

- 一 一



硬直性を批判したものである。

4｡2　図書館関係者の見解

　館長司書資格要件については，図書館界の内部

からも批判が出されている。

（1）青森県の調査研究

　青森県図書館網研究委員会は，1982年の図書

館網に関する調査研究と提言の中で，図書館法弟

13条第３項の館長司書資格を施設の整備基準に

変更するよう提言している。この理由としでこ

の条項は現実的にはその館の質の向上をはかるこ

とよりも，むしろ新設を抑制することに作用して

いると思われる”“市部の一部を除いては，人材

としての「有資格者」がほとんどいない現状では，

他の条件を満たしていてもこの条項の存在によっ

て新設の途がまったく閉さされることになるケー

スも少なくないと思われる”65jと説明している。

（2）日本図書館協会の調査

　日本図書館協会町材図書館活動推進委員会は，

1987年８月に，各県の県図書館協会などの加盟

団体会長に対して，全11項目から成る「図書館未

設置町村問題についてのアンケート」を行い，41

団体から回答があった（回収率87％）。第８項は，

図書館未設置町村から「相談を受けた経験から，

いま未設置町村が図書館設置についてかかえてい

る問題点をあけてください」という設問である。

　①の「問題の有無」については，「問題あり」が

25県，「問題なし」が２県，「無回答」が14県で

ある。②の「問題点」として挙げられた上位３位

までの事項は次の通りである。

　・専任職員の確保が困難　　18県

　・財政難，運営費　　　　　　15県

　・補助金の館長資格がネノク　６県

　館長司書資格要件を挙けた６県は「問題あり」

の25県中24%,回答した41県中約15％を占め

ている。このような回答は日本図書館協会には歓

迎されないにもかかわらず，これらの県が敢えて

回答したのは，これらの県ではかなり深刻な問題

となっているためと思われる。

　なお，委員会は，これぱ現実論に名をかりた

短絡的ともいえる意見”てあり，この考え方は

“図書館の本質を誤り，健全な発展を阻害するも

ので，解決策にはならない”“問題はいかにして
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必要な人材を育成し，配置していくかということ

であろう”と述べているが，この背景にぱ設置

計画をたてる人材がいない，経験のある司書が少

ない”等の問題があることも指摘している66j。

4｡3　必置規制批判の限界

（1）必置規制批判の特徴

　上記の地方自治体側の見解と図書館界の見解に

共通する特徴は次の２点である。

①館長司書資格要件に関して問題が起きたり批判

　的な意見が生している地域は，青森県，秋田

　県，中国地方，熊本県などの地方の県であり，

　それも町村が多いこと。

②問題が起き，批判が生する理由は，司書資格を

　取るのが困難であること，適切な有資格者がい

　ないこと等にあり，司書や司書館長の必要性を

　否定しているものではないこと。

　これは，第３章で明らかにした，司書資格は意

外に取得しにくい資格であり，特に地方でその傾

向が強いという事実と合致する。

　しかし，地方自治体では，これらの指摘を司書

や司書館長が必要てないという見解として受け止

めている可能性がある。

（2）地方分権推進委員会の考え方

　地方分権推進委員会は，1997年の「第２次勧

告」で，「必置規制の見直しの意義」について次

のように述べている。

　　　ここで，「必置規制の廃止・緩和」とは，

　　国が法令により一定の職員・行政機関等の設

　　置を全国一律に義務付けることを廃止・緩和

　　し，これらの職員や行政機関を設置するか否

　　かの判断を地方公共団体に委ねるものであ

　　り，現に地方公共団体で業務を行っている職

　　員の職や行政機関等の廃止を推奨するものて

　　はない。

　　　むしろ「必置規制の廃止・緩和」が行われ

　　ることにより，地方公共団体としては，より

　　適切な形で職員や行政機関等を設置すること

　　ができるようになるものである。

　　　したがって，必置規制が廃止・緩和された

　　としても，地方公共団体が必要な行政サーヒ

　　スの低下を招くようなことがあってはなら

　　ず，職員や組織の硬直的な設置義務付けを見
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　　直し，柔軟な設置を可能とすることにより，

　　それそれ異なった社会経済条件，地理的条件

　　の下に置かれている地方公共団体が地域の実

　　情に最もふさわしい体制で行政サービスを提

　　供することができるようになり，そのことが

　　機動的で充実したサーヒスの提供，即ち行政

　　の質の向上にもつながるものてある67し

　　「中間報告」では，“社会的弱者に対する福祉

サーヒス等の行政水準の低下をもたらすことのな

いようにすること，既存の職に従事している人の

見直し後の処遇に配慮することなどに留意する必

要がある”68≒“特に職員の必置の見直しにあ

たってば，当該分野の行政水準の低下ををもたら

すことのないよう，その人的・組織的な手段のあ

り方も検討する”69）としか書かれていなかった

ことと比べると，大きな変化である。これによっ

て，「中間報告」では一面的であった規制緩和の

本来的な趣旨が明確になった。地方自治体は，中

央で決定した画一的な規制に従うのではなく，そ

の地域に合った方法を自ら選択することによって

より優れた方法を創造することができる。

５。図書館界と司書の自己改革

5｡1　規制緩和要求の要因

　この問題に関する規制緩和の要求は，いくつか

の要因に分けて考えることがてきる。ここては，

次の３つの要因を挙げておきたい。

①司言責格の学歴要件と取得方法が柔軟性に欠け

　るためである。外部からは資格要件の変更は要

　求しにくいため，配置規制の緩和を求める形て

　要求されているのではないかと思われる。

②地方では，司書の養成機関の整備と資格取得機

　会の提供が不十分で，司書を確保しにくいため

　てある。

③司書の養成，人事管理に関する研究が不十分な

　結果，図書館実務，組織運営，人事管理に様々

　な問題が生じているためである。

　地方自治体は，今回の規制緩和をこのように受

け止めず，司書・司書館長が必要てないと受け止

めている可能性がある。図書館界は，規制緩和の

意味が上記の点にあることを明確に認識し，地方

自治体およびその関係者に説明するべきてある。

5｡2　図書館界の現状認識

　この問題に関する図書館界の現状認識は必すし

も正確ではない。

(1)司書制度の理解と学習

　司書の制度(資格，養成，配置)に法律上どの

ような問題があり，地方の小都市ではどのような

問題が生しているのかは図書館界では十分理解さ

れていない。自らの資格とその問題点，マスコミ

による指摘の内容について学習すべきである。

(2)地方の状況の理解

　日本の図書館界では，大都市圈の図書館職員の

考え方が中心て,地方の状況が理解されていない。

地方分権の問題は地方の状況を正しく認識しなけ

れば理解できない。これは大都市圏の図書館職員

には理解しにくい。

(3)図書館界の自己評価

　図書館界の図書館や司書に対する評価と，行政

関係者，マスコミ　出版関係者，学識経験者の図

書館や司書に対する評価との間にはかなり大きな

キヤノプがある。特に，一部のマスコミ，学識経

験者の図書館や司書に対する評価はかなり厳しい

ものがある。これらの批判が適切なものかどうか

については詳細に検討する必要があるが，キャン

プが生ずる理由として次の２点が考えられる。

　第一に，図書館側は，全国の図書館のうちの先

進的図書館に注目し，さらに今後の改善の可能性

を考慮して評価するが，外部の機関や人々は身近

な図書館の現状を評価の対象とする。

　第二に，図書館界では外部の人々や団体の意見

を聞き，批判を受け止める姿勢が弱く，批判に直

面しても，それに耳を傾け，理解しようとする姿

勢が弱い。ここに最大の問題がある。批判につい

て学習すること，批判者と対話することが必要で

ある。筆者は1992年に次のように指摘している。

　　1980年以降の地方自治体行政の動向を振り

　　返ってみると，地方自治体行政分野から公共

　　図書館界に対する問題提起が様々な形で行わ

　　れてきたことがわかる。主なテーマは，行政

　　の総合性，サーヒスの質，運営コスト，司書

　　の人事管理，司書の行政手続などである。し

　　かし，公共図書館界はそれをもっぱら外圧と

　　して受けとめ，舛視するか，既成の考え方を

　　対置するにとどまり，真剣な対応を怠ってき



た。その結果，従来の仕事の方法を変えるこ

となく，図書館サービスの趣旨をより十分に

生かした新しい方法を考案することがてきな

かった。公共図書館界は地方自治体行政分野

の問題提起を真剣に検討し，地方自治体行政

専門家との対話と討論を進めるべきてある7oこ

5｡3　司書の資格・養成・配置の改革

　司書職制度を存続・普及させるには，司書のあ

り方について次のような改革が必要である。

(1)司書職制度

　大都市圈及びその周辺の一定人口規模以上の地

方自治体では，適切な人事管理さえ行われれば，

司書職制度は十分可能である。また，小規模な地

方自治体や地方の自治体ても，人材確保の工夫と

より綿密な人事管理が行われれば，十分可能てあ

る。したがって，各地方自治体は自主的に司書職

制度を実施すべきである。

(2)司書資格の取得方法

①すべての図書館に司書を配置するためには，地

　方自治体職員の学歴に合わせた是正が必要て

　ある。大卒者に相当する教養と経験がある高卒

　者の資格取得方法の改善が必要である。他方，

　短大卒と４年制大卒の区別も検討の必要があ

　る。

②地方在往者のための資格取得方法の改善が必要

　てある。国立大学等の国の機関による全国的な

　養成体制や資格取得機会の提供が必要である。

　インターネノトや衛星通信を利用した講習も検

　討の必要がある。

③資格試験によって，資格取得方法を多様化する

　とともに，司書資格を一定水準以上のものと

　し，その水準を向上させることが必要である。

　図書館界では，このような点が常に検討され，

法改正の準備ができている必要がある。

(3)司書資格と司書の評価

　司書の能力の評価あるいは自己評価が行われ

す，公にされないことが，司書の養成の改善，職

場における司書の体質の改善が進まない最大の原

因てある。もちろん，問題点を指摘するだけては，

司書の評価を下けることになるため，自己改革の

課題と方法を示す必要がある。

(4)図書館学教育の評価

　　　薬袋　地方分権と公立図書館の専門的職員　抒7

　図書館学教育においては基本的な教育内容を明

確化し，受講者が最低限必要な知識をもれなく身

につけるように努力する必要がある。また，受講

した事務職員が高く評価するような講習でなけれ

ば，司書に対する評価は高まらない。評価が低い

場合は，司書講習の改善が必要である。

(5)司書の人事管理

　図書館界は，司書の職務内容を明確にし，判断

を要しない職務の担当者を示す必要がある71)。

小規模な地方自治体では，司書の人事管理に対す

る配慮が必要である。司書職制度の必要性を主張

するならば，人事管理の方法を明らかにする必要

がある。特に，職員の年齢構成，分業態勢が重要

である。

㈲司書の自己改革

　図書館界ては，地方自治体の管理部門に対し，

司書に対する理解がないと批判する文献が多い。

しかし，司書に体質的な弱点があることは明らか

であるから，その弱点を徹底的に是正する運動が

必要てある。残念ながら，現在の図書館運動は司

書自身の改革にほとんど目を向けていない。

5｡4　今後の動向と法改正

　今後の動向を予測し，法改正の目標を明確化す

る必要がある。

圃今後の動向

　今後の司書の配置については，それはと大きな

変化が生じない可能性もある。大都市圈の司書職

制度を採用している図書館では，これまて同様に

司書職制度を続けることがてきる。図書館界はそ

のための働きかけに努めるべきてある。地方では，

これまでも補助金条件による司書の配置は一時的

なものに終わる傾向があった。図書館関係者はこ

れまで以上に司書の確保に努めるべきてある。こ

れを機会に必要な規制緩和を行い，地方ての司書

資格の取得機会を増やし，司書の質を高めるよう

努力すれば，道は開けるであろう。

(2)図書館法の改正

①司書の資格

　大学卒に相当する教養と経験があると認められ

る場合は，高卒者でも司古拙を経すに司書講習を

受けられるように法改正を検討する必要がある。

司書資格取得方法を多様化し,広く人材を獲得し，
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資格の水準を高めるために資格試験の実施を検討

する必要がある。

②司書の配置

　館長の司書資格要件を守るよりも前に，司書の

配置を法律上明確にすることが必要である。具体

的には，第13条第１項を“人口○万人以上の地

方公共団体の図書館に専門的職員を置ぐと改正

することが考えられる。ただし，司書の人数に関

する基準を定めることはできない。もし，都道府

県立図書館，政令指定都市立図書館だけでも司書

が必置になれば，現状よりは改善になる。すべて

の県に司書の集団ができ，人事交流や司書の派遣

も可能になり，司書の需要も明確になる。ただし，

小規模町村には必置を法律で規制することは困難

である。

　このような案に対しては図書館界では批判が予

想される。しかし，一定規模以上の地方自治体て

成功すれば，それ以下の規模の地方自治体にも普

及する可能性は十分ある。

③職員配置の指針

　これまでの職員配置の基準は，算定根拠が必ず

しも明確ではなく，改訂されることもなかった。

今後は，職務分析を行い，専門的業務と非専門的

業務を分離するとともに，各業務の単位当たりの

必要人員を算定して，現実的な職員配置の指針を

作成し，定期的に改訂すべきである。

おわりに

　本橋は，1997年９月13日（土）に慶応義塾大

学で聞かれた日本図書館学会特別研究集会「岐路

に立つ図書館政策一規制緩和と地方分権の流れの

中て問われる図書館行政と司書資格－」における

講演「規制緩和，地方分権と図書館」のうち司書

の制度に関する部分を加筆・修正したものであ

る。

　1990年頃から地方分権，規制緩和に聞する記

事が新聞紙上をにぎわしてきた。図書館界での受

けとめ方に疑問を持っていたが，遅まきながら，

今回，考察をまとめることができた。図書館界は，

これまで司書の必要性を主張してきたが，それに

伴う司書配置の費用や全国的な養成体制について

は検討してこなかった。地方分権が求められるに

は，それなりの理由がある。図書館界は，その理

由を正しく理解し，適切な政策を打ち出す必要が

ある。政策による対応なしには，図書館界は後退

を重ねるのみであろう。
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Decentralization and Professional Librarians in Public Libraries

　　:On the Legal Obligation to Secure Professional Librarians

　　　　　　inOrder to Receive Subsidies from the state

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Hideki MINAI

　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｕｎｉｖｅｒｓｉｈｉ　ofＬｉｂｒａｒｕ　ｍｉｄIｕfoｒｍａtｉｏｕＳ（ヽｔｅｒｉｃｅ

　The Committee for the Promotion of Decentralization currently recommends the reevaluation and

abolishment of the regulations stating that public local bodies must have ａ certain number of special-

lsts, from the viewpoint of decentralization and deregulation It IS mandatory that a library director

should possess the certification of libararian and that the fixed number of librarians should be

secured at the public libary that receives subsidy from the state The abolishment of these two regu-

lations IS also recommended by the Committee The definition and evaluation of these regulations

have been elucidated ｍ this paper The conditions in which these regulations could be effective are

also discussed. Analysis IS made to find out whether the certifications of librarian should satisfy

these conditions As ａ result, the following four points have been clarified

(1)Ｔｈｅ opportunities for training librarians and giving them the certifications of librarians are not

　　enough ｍ the provincial areas

(2)Ｔｈｅ standards of academic education required for the certifications of libranans and the methods

　　to acquire the certifications of librarians lack in flexibility

(3)lt IS compulsory f1:)ｒeven small municipalities to secure certificated libranans to receive subsidies

　　from the State

(4) Objective evaluation of the libranans' competency IS not performed, and the contents of educa-

　　tion for librananship remain unclear

　Based upon these four points, methods of aquiring the certifications of librarian, evaluation of

librarians' competency, training of librarians, and personnel management of hbranans have been dis-

cussed.
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